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Ⅱ 成長型経済の実現に向けた地域企業の取組
Ⅲ 地域企業が収益力強化のために行っている取組（事例紹介）
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Ⅰ 最近の関東財務局管内の経済情勢

前回
比較今回（7年10月判断）前回（7年7月判断）

食料品を中心に物価上昇の影響が目立つものの、持ち直し
ている

食料品を中心に物価上昇の影響が目立つものの、持ち直して
いる個人消費

一進一退の状況にある一進一退の状況にある生産活動

人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、
改善しつつある

人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、
改善しつつある雇用情勢

7年度は増加見込みとなっている（全規模・全産業ベース）７年度は増加見込みとなっている(全規模・全産業ベース)設備投資

7年度は減益見込みとなっている（全規模ベース）７年度は減益見込みとなっている(全規模ベース)企業収益

「下降」超となっている（全規模・全産業ベース）「下降」超となっている（全規模・全産業ベース）企業の景況感

前年を下回っている前年を下回っている住宅建設

前年を上回っている前年を上回っている公共事業

前年を上回っている前年を上回っている輸出

〔先行き〕
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等

の影響に注意する必要がある。

総括判断の要点前回比較今回（7年10月判断）前回（7年7月判断）

個人消費は、食料品を中心に物価上昇の影響が
目立つものの、持ち直している。生産活動は、食料
品・たばこなどが増加する一方、輸送機械や化学
などが減少しており、一進一退の状況にある。雇用
情勢は、人手不足を背景に企業の採用意欲が高
い状況にあるなか、改善しつつある。

持ち直している持ち直している総括判断

※7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。
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Ⅱ 成長型経済の実現に向けた地域企業の取組

関東財務局及び管内各財務事務所が企業に対してヒアリングを行い、その回答
を分類したもの。
■調査時期 令和7年9月～令和7年10月
■回答企業数 200社（内訳）大企業:89社、中堅・中小企業：111社

製造業:81社、非製造業:119社
（注1）大企業 ：資本金10億円以上

中堅企業：同1億円以上 10億円未満
中小企業：同1億円未満

（注2）端数整理の関係上、合計値が100％とならないことがある。

《足下の収益環境》

業種別
・回答社数 製造業：81社、 非製造業：119社

《足下の買上点数》

小売業
・回答社数：60社

（%）

足下の収益環境について、「改善」していると回答した企業は、製造業33.3％、非製造業33.6％、「悪化」していると回答した
企業は、製造業28.4％、非製造業25.2％となっている。非製造業に比べて製造業の改善度合いがやや低くなっている。
足下の買上点数について、「減少」していると回答した企業は55.0％となっており、減少した要因をみると、「物価上昇に伴う節
約志向の高まりによる、ついで買いの減少」をあげる企業が多くなっている。

《買上点数「減少」の背景》
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ネット通販の利用拡大による実店舗での購入点数の減少

単身世帯や高齢世帯の増加による少量購入傾向

その他

・回答社数（2つまで選択可）：33社（%）
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Ⅱ 成長型経済の実現に向けた地域企業の取組

・回答社数（2つまで選択可）製造業：27社、非製造業：40社

《収益環境の改善要因》 《収益環境の悪化要因》

・回答社数（2つまで選択可）製造業：23社、非製造業：30社

《改善している企業の声》 《悪化している企業の声》

収益環境が改善した要因をみると、「国内における販売価格の上昇」及び「国内における販売数量の増加」をあげる企業が多く
なっている。
収益環境が悪化した要因をみると、「原材料価格・仕入価格の上昇」及び「人件費の増加」など、コストの増加をあげる企業が
多くなっている。特に非製造業では、「人件費の増加」を収益悪化要因としてあげる企業が最も多くなっている。

■価格改定を行ったにもかかわらず、需要は引き続き堅調で、販売・生産数量とも
に前年比で増加している。【製造業（食料品）】

■取引先は生成AIの最先端技術を扱う企業であり、足下の生成AI市場の活況を
背景に、価格を維持したまま順調に販売ができている。【製造業（電気機械）】

■インバウンド需要の拡大により宿泊需要が高まり、客室単価の上昇につながるなど、
業績は好調となっている。【非製造業（宿泊）】

■鉄の価格高騰は一服したものの、人件費・光熱費・燃料費などのコストの上昇が
続いている。令和5年度からベースアップを実施していることも人件費増加の要因と
なっている。【製造業（生産用機械）】

■コンクリートをはじめとした建築資材や人件費の高騰に対し、十分な価格転嫁が
できておらず、利益を圧迫している。【非製造業（建設）】

■物価高による商品価格の上昇により、販売数量が減少している。【非製造業
（百貨店）】
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Ⅱ 成長型経済の実現に向けた地域企業の取組

《収益力強化のために注力している取組》

・回答社数 大企業：88社、中堅・中小企業：110社
製造業：80社、非製造業：118社

《売上げ等のアウトプット増加のための具体的な取組》

・回答社数（複数回答） 製造業：52社、非製造業：100社

業種別

①営業力の強化
②取引価格の適正化（価格転嫁）
③高付加価値の商品・サービスの開発
④新規事業への参入
⑤人材の確保
⑥従業員の新たなスキルの獲得（リ・スキリング）
⑦生産能力強化のための投資
⑧成長分野（グリーン、DX、科学技術・イノベーション等）への投資

《コストカットに注力する企業の声》

収益力強化のための取組では、規模・業種を問わず、「コストカット」よりも「アウトプット」を重視する企業の割合が高い。
「売上げ等のアウトプット増加のための具体的な取組」をみると、業種を問わず①「営業力の強化」、②「取引価格の適正化（価
格転嫁）」、③「高付加価値の商品・サービスの開発」をあげる企業が多い。
また、非製造業は、⑤「人材の確保」、⑥「従業員の新たなスキルの獲得（リ・スキリング）」に、製造業は、⑦「生産能力強化の
ための投資」に注力する傾向がある。

■当社の業界では取引先企業が限られているため、競合他社との間で市場のパイ
を奪い合う構造となっており、売上の大幅な増加は見込みにくい。そのため、歩留まり
率の向上などコスト削減に注力している。【製造業（情報通信機械）】

■人件費が最大のコストとなっているため、省人化の推進やDXの活用、不要な業
務の洗い出しなどを通じて、収益性の向上を図っている。【非製造業（スーパー）】
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Ⅱ 成長型経済の実現に向けた地域企業の取組

・米国との輸出入取引のある企業75社から回答

《米国関税措置を受けた取組》 《現状の取組に対する企業の声》

米国との輸出入取引のある企業を対象に、米国の関税措置に対する取組について聞いたところ、「現状取組を行っている」と回
答した企業は36.0％となっている。
現時点で実施している取組についてみると、「追加関税分の米国における販売価格への転嫁」をあげる企業が多くなっている。ま
た、今後行おうとしている取組でも、同様に「追加関税分の米国における販売価格への転嫁」をあげる企業が多くなっている。

【①】米国向け製品については、追加関税の影響を踏まえ、販売価格への転
嫁によって対応している。【製造業（情報通信機械）】

【①③】関税に加え、足下ではエンジンの値上げなど原材料価格が上昇傾向
にあるため、米国のサプライヤーと調整しながら価格転嫁を進めている。また、東
南アジアなど成長著しい地域への販路拡大にも取り組んでいる。【製造業（生
産用機械）】

【①④】関税の影響を受ける食料品卸売では価格転嫁を進めており、米国で
は3番目となる工場の建設も進行中。【製造業（食料品）】

【①⑤】業務効率化によるコスト削減により一部の負担増を吸収しているが、
吸収しきれない分は顧客に負担してもらう。【製造業（生産用機械）】

【②③】サプライヤーとの価格交渉を継続しているほか、米国市場における販売
強化にも取り組んでいる。また、調達リスクの分散を図る観点から、調達先の多
様化も進めている。【非製造業（飲食サービス）】

《今後の取組に対する企業の声》

【①】米国内で公共投資が拡大すれば、米国拠点での生産に加え、日本から
の輸出増加に伴い、米国における関税分の価格転嫁が必要になると見込んで
いる。【製造業（生産用機械）】

【④】現在は米国に生産拠点を持たないが、現地企業への生産委託などを含
め、現地生産の可能性を検討している。【製造業（電気機械）】
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○持続的成長
➤高い生産性の追求
・社員数約42名で年商186億円（2024年度）。1人あたり売上高はトヨタの3倍超を達成。

➤業界をけん引する企業へ
・Japan Venture Awards 経済産業大臣賞など多数受賞。

各種賞の受賞により宣伝効果が発生。TV出演等を通してさらなる案件へつながる。
・加工ノウハウの蓄積・出力を行うシステムの外販（サブスクリプション）を開始予定。

他の中堅企業の設備投資をけん引し、またノウハウの継承支援を通した後継者不足問題解消への期待。
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㈱井口一世
(本 社)東京都千代田区 (設 立)2001年 (資本金)9,500万円 (従業員)42名 (業 種)金属製品製造業
・埼玉県所沢市に事業所を置く金属加工を行う製造業。
・板金加工の技術を用い、板状の素材から立体パーツを製造。

1. 企 業 概 要

2. 収益力強化の取組

Ⅲ 地域企業が収益力強化のために行っている取組（事例紹介①）

○設備投資等
➤継続的なDXの取組
・創業以来、失敗を恐れず製造・加工にチェレンジし、培ったノウハウ

を自社サーバにビッグデータとして蓄積し、見える化。誰もが機械を
通して高精度な製品を製造できる、再現性の高い生産体制を実現。

➤積極的な設備投資
・創業期から各種補助金・融資制度を活用し、高性能な外国製機械を積

極導入、先進技術を早期に獲得。金型を用いたプレスや切削が一般的
な中、当社では、高精度な板金技術を用い、金型レス・切削レスでの
低コストな製造を実現。

・精密部品の試作や小ロット等の受注を集め、他社の追随を許さない企
業へ成長。

○賃上げ等
➤若手・女性・文系職員が活躍する製造業
・従業員の平均年齢は32歳、７割が女性。

若手でもビッグデータを活用し、高精度な製品を製造可能。また、
若手ならではの固定概念にとらわれない柔軟なチャレンジを通して、
さらなるデータを収集。

➤高水準な給与の実現
・若手を中心とした企業でありながら、平均年収601万円と高い給与水

準を実現。
・郊外の立地ながら、新卒採用には多くの希望者が集まる。

所沢事業所（出所：井口一世HP）
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㈱ハイデイ日高
(本 社)埼玉県さいたま市 (設 立)1978年 (資本金)1,625百万円 (従業員)12,136名 (業 種)飲食サービス業
・低価格・高品質の中華料理チェーン「日高屋」を展開
・首都圏を中心に455店舗を運営、売上高 556億円（2025年2月期）

1. 企 業 概 要

2. 収益力強化の取組

Ⅲ 地域企業が収益力強化のために行っている取組（事例紹介②）

○設備投資等
➤店舗戦略
・従来の駅前立地に加え、コロナ禍やテレワークの普及を契機に、ロードサイド

への展開も強化。
・埼玉県行田市の「行田工場セントラルキッチン」で全店舗の食材を製造・供給。

➤DX投資による業務効率化と収益力向上
・注文のタッチパネル化、セルフレジ、配膳ロボットの導入で店舗運営を効率化、

追加注文の容易さで客単価の向上にも寄与。
・タッチパネル導入で注文対応等が容易となり、外国人従業員も定着。

➤顧客満足度向上による収益強化
・ギリギリまで我慢しての値上げ実施（中華そば 390円を420円に）、酒類の低

価格キャンペーン、メニューの充実による来店頻度向上、コロナ禍で短縮し
ていた営業時間の段階的延長による夜間客数の伸長 等により、2025年2月決
算の売上は過去最高を更新。

○賃上げ等
➤継続的な賃上げ
・5年連続で賃上げを実施。今年度は、ベースアップ、定期昇給、賞

与・一時金等を含め、総額で約7.0％の賃金改定を実施。
・2025年卒の初任給を27万1,000円（前年比＋6,000円）へ引上げ、

業界内でも競争力のある水準を維持。

➤従業員重視の経営
・主婦層を積極的に活用。調理マニュアルを整備し、未経験者でも即戦

力として活躍。
・「分かち合う資本主義」という理念のもと、従業員向けイベント「フ

レンド社員感謝の会」等の開催、年齢に応じたキャリアパスの用意
（60歳以上の従業員には、営業時間の短い「焼鳥日高」の店長職など
の環境を提供）を実施。さらに、会長が実施する会長保有株式の従業
員への譲渡等により、従業員のやりがいや待遇面での満足度が向上。

・従業員からの友人紹介(口コミ)による安定した人材確保が定着。

○持続的成長
➤業務効率化と人材活用による収益力強化
・行田工場を中心として、首都圏に加え、北関東、隣接県で700店舗体制を当面の目標に。
・DX投資による店舗運営の更なる効率化、従業員重視の経営方針に基づく多様な人材の積極的

活用・継続的賃上げで、持続的成長を目指す。
出所：写真は全てハイデイ日高HP


